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電力システム改革とエネルギー政策
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発電・送配電・小売
垂直統合

地域独占

総括原価
方式

原発前提

分社化

電力自由化

価格競争

再エネ増
原発

経済性なし

エネルギー基本計画

原発「事業環境整備」
廃炉費用等の託送料金回収

容量市場など新市場

電力システム改革
再エネ促進政策

従来 改革後



エネルギー基本計画の見直し
• 2002年 エネルギー政策基本法制定

12条に、エネルギー基本計画策定について規定。
・・・少なくとも三年ごとに、エネルギー基本計画に検討を加

え、必要があると認めるときには、これを変更しなければならな
い。

• 2003年 エネルギー基本計画
• 2007年 第二次
• 2010年 第三次
• 2014年 第四次
• 2018年 第五次
• 2021年 第六次（予定）
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2011年「基本問題委員会」
2012年夏「エネルギー・環境に関する国⺠的議論

• パブリックコメントだけでなく様々な手法に
よる議論

• 「国⺠の過半は原発をゼロにしていくことを
望む」とまとめられる

2012 年9月「エネルギー環境戦略」
• 2030年代の原発ゼロを明記

第四次以降の議論で無視されている



2012年「国⺠的議論」のプロセス
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審議会 ３つのシナリオ
メディア世論調査 討論型世論調査 意見聴取会 パブコメ

国⺠的議論に関する検証会合 「大きな方向性として、少なくとも過半の国⺠は
原発に依存しない社会の実現を望んでいる」

各地での
意見交換

団体等の
提言



議論のプロセス
• 積極的な⺠意反映の意図は見えず。
• 審議会のあり方も問題。
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2010年 （2012年） 2013年 2017年 2021年
審議会名 総合部会 （基本問題委員会） （総合部会→）

基本政策分科会
基本政策分科会／
エネルギー情勢懇

基本政策分科会

情報公開
審議会傍聴
ネット中継

○
○

○
○

○
○

○
○

コロナ禍で×
○

メンバー構成
批判的立場の委員 2／13程度 8／24 2／13 1／18 2／24

市⺠の参加
意見聴取会
「意見箱」
パブコメ
当事者の参加
その他

○

○
×
×

○（11か所）

○
一部（福島）
○（討論型世論調査、
各地での自主公聴会
等）

×

○
×
×

×
〇
○
×
×

？
○
〇
？
？



基本政策分科会の委員（24名）：FFF Japan作成



今ここ！

2020年10月
スタート

シナリオ分析



10月13日基本政策分科会の事務局資料

復興の強調

3E＋S



Ｓ＋３Ｅ？？
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資源の乏しい
わが国では

３Ｅのすべてに
おいて優れる
原子力・・？？

運転コストの
低廉な原子力

発電

エネルギーの
ベストミックス

・・・

（原子力は）
ゼロリスクでは
ないが可能な限
りリスクを低減
する・・・

運転時にCO2を
出さない低炭素
／非化石電源

Ｓ：安全性

E：エネルギー安全保障
・安定供給 Ｅ：環境 Ｅ：経済性



10月13日事務局資料より



10月13日事務局資料より



発電コストの根拠はいまだに2015年のもの

2015年コスト等検証ワーキンググループ報告書より



5~6割

3~4割

約1割

12月21日事務局資料より



ゼロエミッション火力？！
CCUSと水素・アンモニア

12月21日事務局資料より



ゼロエミッション火力？？

12月21日事務局資料より

ガス火力発電
に混入 石炭火力発電

で利用



ゼロエミッション火力？？

12月21日事務局資料より



水素の色

グレー水素 化石燃料を原料として改質（天然ガス、石炭、石油）
褐炭由来のものは、ブラウン水素とも呼ばれる

ブルー水素 化石燃料由来だが、発生するCO2をCCSで回収
ターコイズ水素 メタンの熱分解により生成
パープル水素 原子力発電による電気分解で生成
グリーン水素 再生可能エネルギーによる電気分解で生成
ホワイト水素 副生物

参考：
JETRO地域分析レポート「グリーン水素で世界の水素利用牽引役を目指すドイツ」2020年9月9日
JOGMEC「ロシア・欧州：石油ガス収入上のドル箱・欧州が進める脱炭素化（水素戦略及び国境炭素税導入）の動きとロシアの
対応（発表された2035年までの⻑期エネルギー戦略を中⼼に）」2020年9月20日

ほか



化石燃料と同じ構図！

12月21日事務局資料より



12月21日 梶山経済産業大臣 冒頭あいさつ
• 前回の分科会において、⽩石会⻑からもお話がありましたが、再エ
ネだけに全ての電力供給を頼るのは現実的ではなく、原子力、ＣＣ
ＵＳ、ＣＣＵＳつき火力、水素・アンモニアなど、あらゆる選択肢
を追求していく必要があると思っております。

• 原子力は実用段階にある脱炭素電源として安全性を大前提に活用し
ていく必要がありますが、国⺠からの信頼回復が大きな課題である
と思っております。それに向けてどのような取組が必要なのか、皆
様にも御議論をいただきたいと思います。

• 火力につきましては、足元で発電電力量の７割以上を占める一方で、
温室効果ガスの排出という課題があります。2050年に向けては、化
石火力に対してＣＣＵＳやカーボンリサイクルを組み合わせて使っ
ていく、または水素・アンモニアによって燃料そのものをカーボン
フリーにしていく、こうした取組が必要になるのではないかと考え
ております。



省エネルギー

パリ協定の
具体化

再生可能エネル
ギーの促進

世界の流れ

日本では、
再エネ＋原発が
「非化石電源」
2030年に44％
⇒？？？

CO2を出し続けるが・・
吸収技術や原発で相殺

日本の気候変動・エネルギー政策とは？

化石燃料維持
石炭もふくめ「ゼロエミッション火力」

原発も推進
再稼働、40年超、優遇策、最終処分検討

CCUSで
吸収？

高コスト
実現可能性低
？？？？

新増設？
次世代炉？
高コスト
実現可能性低
？？？？

化石燃料由来
水素？

2050年「実質ゼロ」へ



基本政策分科会の委員（24名）：FFF Japan作成



電源構成で再エネには一定の限度がある。火力というものの位
置づけは非常に重要・・（中略）・・化石燃料の脱炭素化が可
能だということをもっと声高く上げていただいたほうがいい。
CCSやCCUのコストの削減が非常に重要。３倍から５倍ぐらい
すると言われているが、国際協力によって技術開発をし、国際
協力によって市場も一緒につくっていくと、場合によってはＦ
ＩＴ、ＣＦＤ的なものもいる。
原子力は、３Ｅという意味では優れているということが明確な
のですが、明確だと経産省が言っても、低コストについてはな
かなか明確であるというコンセンサスが取れていない。
ゼロカーボン社会を目指すうえで、今のエネルギーミックス
2030年の20から22％（原子力）を維持すべき。新増設なしには
それはなかなか難しい、やっぱり新増設の準備を始めるべきな
のではないかということは申し上げたい。官⺠の御努力で信頼
も少しずつ改善してきていますし、人材の確保という観点から
見れば中⻑期の目標がないとつまらないと思いますので、その
点ぜひ強調したい。



原子力について、いつもこの委員会でも再稼働とかリプレースの
話が出ると、事務局の皆さん、明確に発言しづらいのだと思うの
ですが、もう行くなら行くとはっきり言ってほしいのですね。
2050年って、そんな遠くないですから。もういい加減カーボン
ニュートラルに向けて再エネと、多分その原子力の再稼働という
かリプレースというか、とにかくやっていかないと、本当に現実
的に実現はしない。コストの話がよく出るが、いいものに対して
コストが上がっていくというのは、これ当たり前。今よりも
ちょっと高めだったら、そのためにＣＯ２の排出がなくなるので
あれば、そういう方向性にもっていってもいい。

原子力を脱炭素技術という形で最大限活用する方針を私は支持する。
設備の年数見ても、今、政策のかじを切らないと技術が散逸してし
まうことを私は危惧し、その上で、商業ベースで新設する方針を示
さないと、もう部品メーカーや、それから、人材を維持できないの
ではないか。国⺠理解と様々な議論があるが、震災後10年を迎える
来年には新たな方向性を示すべき。



火力については、ＣＣＵＳカーボンリサイクルによりＣＯ
２をオフセットする方法、それと、水素あるいはアンモニ
アを混焼して、その混焼率を引き上げていく方法、この２
つを両にらみで脱炭素化を進める方向でよい。そこに共通
する課題は、水素の安価かつ大規模な安定調達。

技術の自給率の高い原子力、これは再エネを補完するゼロ
エミッション電源として2050年においても不可欠。このま
までは2050年に稼働している炉というのはほとんどなく
なってしまう。既存の原発の再稼働や運転期間の60年、あ
るいは80年への延⻑というのは必須。同時にリプレース、
高速炉、あるいは高い安全性を有して高レベル放射性廃棄
物をほとんど排出しない高温ガス炉だとか、こういったも
のへの開発投資、ここにも真正面から取り組んでいく必要
がある。



原子力、火力等、それぞれ特質があるということで、どれ
かに過度に依存するということではなくて相互に補完し合
う最適解を見つけるという基本スタンスを維持していただ
きたい。
原子力は、これまでも何度か積極的な活用をお願いしてき
たが、⺠間の経営の現場感覚といたしまして、技術あるい
は技術者の維持がいよいよぎりぎりになっている。原子力
発電所の建設には30年、40年あるいはもっと時間がかかる、
そういう意味でも、ぜひとも早い段階で明確な方針を出し
てほしい。
水素について、産業界にとって大変有効な切り札の一つで、
安定、安価供給体制を政府主導で。



今日は2050年のカーボンニュートラルを考えたときの火力
発電と原子力ということです。私はやはりカーボンニュー
トラルをしっかり実現するためには、この２つをきちんと
活用していくということが基本的には大変重要だと思って
おります。

火力発電は再エネ出力変動の調整力、慣性力として機能し
て、脱炭素化して活用していく必要がある。産業界として
はスケールアップやコスト低減のための研究開発、社会実
装に貢献したい。
原子力は準国産非化石電源として、エネルギー源の一つと
して扱うべき。人材、技術、産業基盤の維持強化のために
は、既存の設備の維持更新や性能向上だけでは十分でなく、
新しいプラントの建設が必要。国として政策の方向性を明
確に打ち出して、官⺠が連携してインフラの海外輸出を含
めたプロジェクト創出に取り組んでいく必要がある



火力はエネルギーの安定供給、それから組合せの自由度を
非常に高めるという価値があるわけですので、火力につい
ても適切にうまく使っていくと、イノベーションを含め。
原子力についてですが、原子力も全く同じことが言えるの
ですけれども、（中略）・・
原子力はやはりベースロード電源としてエネルギー需給、
それからカーボンニュートラルに貢献する既設炉の再稼働
をしっかりしていく、また新規の軽水炉の建設をしていく、
その価値を正当に評価すべき。（2050年の）その先を見た
資源制約を考えれば、核燃料サイクルや高速炉サイクルな
どの議論をやっぱり行うべき。



現在の議論の大きな問題点
１．世論と乖離した審議会、閉鎖的プロセス

２．福島第一原発事故被害の過小評価

３．発電コストの検証が古いまま
「原子力はコストが低廉」「再エネは高い」

４．「資源が乏しい我が国」の認識

５．不確実・高リスクな技術に依存した「カーボンニュートラル」

６．ビジョンの欠如、「これまでの体制」維持







あと４年？？

すでに
１℃上昇

1.5℃までに
抑えられる
か？



1.5℃までに抑えるためには、
2020年からすでに方向転換が必要

「排出ギャップレポート（Emission Gap Report 2019）」

1.5℃達成
のためには、
2030年までに
半減が必要



2025年まで対策が遅れれば、
1.5℃までに抑えるのはほぼ不可能

「排出ギャップレポート（Emission Gap Report 2019）」

1.5℃達成
のためには、
2030年までに
半減が必要



コロナ禍での変化はあったが

さらに定着させ、より深めていけるか

2020年の
CO2排出量は

約8％減との予測
（IEA)

「エネルギー起源のCO2排出量の変化」 IEA “Global Energy Review 2020”

排出ギャップレ
ポート2020では
約7％減との予測

（UNEP)



2021年、原発事故から10年



すでに原発には頼っていない

eシフト「どうする？これからの日本のエネルギー」http://ene-rev.org/



脱炭素社会に向けて
経済・産業構造やくらしを大きくチェンジ！



化石燃料も原発も使わない、持続可能な再エネ100％の
気候・エネルギー政策を求めます



「あと4年、未来を守れるのは今」キャンペーン
呼びかけ団体

350.org Japan

CAN-Japan

eシフト
Fridays For Future Fukuoka

Fridays For Future Kagoshima

Fridays For Future Kyoto

Fridays For Future Nasu

Fridays For Future Osaka

Fridays For Future Shizuoka

Fridays For Future Yokosuka

Green TEA

Spiral Club

Protect Our Winters Japan

PV-Net

環境エネルギー政策研究所
気候ネットワーク
グリーン連合
原子力資料情報室
原水禁
国際環境NGO FoE Japan

国際環境NGOグリーンピース・ジャパン
市⺠電力連絡会
ピースボート

（数字、アルファベット、50音順、2021年2月8日現在）







気候危機とコロナ禍からのシステム・チェンジを
「システム・チェンジでめざす社会の例」

地域分散型の
自然エネルギーを

主役に
生態系破壊を止め、
自然が守られる

働く人が守られる

公共交通が充実し、
徒歩・自転車に

やさしいまちづくり

市⺠が主体の
社会・政治

貧困・格差・差別
がなく

誰もが健康に
安心してくらせる

ジェンダーの平等

フェアで顔の見える
消費・経済循環



私たちにできること

伝えることで
「みんなのアク
ション」に。
買い物は投票！
電気、保険、食べ
物などなど・・

自治体の政策に注
目！参加してみる。
地域の仲間と活動
してみる。

国の政策に声を届ける。
企業に消費者としての
声を届ける。働きかけ

個人で地域で






